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東日本大震災 

（２０１１年） 
阪神・淡路大震災 

（１９９５年） 

地震規模 Ｍ９．０ Ｍ７．３ 

津波による浸水面積 ５６１㎢ － 

死者・行方不明者 約２０，０００名 ６，４３４名 

避難者数（最大） 約４８０，０００名 
（岩手・宮城・福島県のみ） 

約３１７，０００名 

全壊・半壊家屋 約３００，０００棟 約２４９，０００棟 

被害額 約１６兆９０００億円 約９兆６０００億円 

１．東日本大震災と阪神・淡路大震災との比較 

（平成２３年１０月下旬） 
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東日本大震災 

（２０１１年） 
宮城県沖地震 

（１９７８年） 

地震規模 Ｍ９．０ Ｍ７．４ 

津波による浸水面積 ５２㎢ － 

死者・行方不明者 ７３０名 １６名 

避難者数（最大） １０５，９４７名 
（７月３１日全避難所閉鎖） 

１，５７４名 

全壊・半壊家屋 １０６，８３７棟 ４，３８５棟 

被害額 約１兆３０００億円 ２，１００億円 

２．東日本大震災と宮城県沖地震との比較（本市） 
（平成２３年１０月下旬） 
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海
側 

陸
側 

次葉の写真の視線 

南蒲生下水処理場平常時の様子 

３．本市の状況（１）  
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大震災当日の様子 

海
側 

陸
側 

３．本市の状況（２）  
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３．１．１ 業務用情報システムの状況 

（1）震災直後 

  情報システム用のサーバには転倒などの被害なし。 

  停電がどこまで続くのか不明だったので、一旦、各システムをシャットダウン。 

 

（２）３月１３日 

  庁内LAN上で運用するグループウェアなどの運用を再開。 

 

（３）３月１７日 

  住民登録、税務業務用システムなどのオンラインサービスを順次再開。 

３．１．２ 仙台市公式ホームページ 

（１）震災直後、東京とのネットワークが不通状態となり、東京に仮サーバを立て、暫定サ
イトを立ち上げた。（３月１１日２２時） 

 

（２） ３月１５日ごろから，公式ホームページが復旧した。 

３．本市の状況（３）  

３．１ 情報システムの状況 
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３．２ 震災により発生した業務への対応 

 
（１）震災直後は、救急・救命、情報収集・連絡調整、避難所開設・運営・物資配給、 

  インフラ・公共施設応急対応に忙殺。 

 

（２）１週間程度経過し、罹災証明書発行など大量に発生する業務に対応するため、情
報システム導入の検討を開始する。 

 

（３）政令市の実態に適合し、 １つで全てをまかなえる情報システムがなかったことや、

各業務担当課に業務が殺到するという状況下で、使いやすく、すぐ使える既存シス
テムの改修や簡単な開発により対応した。 

 

（４）現在、被災者に対して、仙台市全体として、継続的できめ細やかな支援を進めるた
めの支援システムを開発している。 

３．本市の状況（４）  
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４．被災地自治体間の連携 

支援団体・事業者などから、自治体ニーズに対応した速やかな支援をいただくため、被
災地自治体の横のネットワークを構築し、復旧・復興を推進することを目的に設立。 

仙台市と宮城県が、岩手、宮城、福島の自治体を中心に呼びかけた。現在、４３自治体
参加。 

総務省情報通信審議会の「知識情報社会の実現に向けた情報通信政策の在り方」の
中間答申（２３．７．２５）で、支援対象として取り上げていただいている。   

４．１ 経緯 

 「東日本大震災被災地自治体ＩＣＴ担当連絡会」 
 略称 ＩＳＮ（英文標記より） 

 ①事業者から提供を受けたパソコン等を、陸前高田市、山田町などの５市４町に合計 

  約４００台提供し、自治体の機能回復、被災者支援業務の推進をサポート。  

 ②１１月２４日には、仙台市において公開セミナー「東日本大震災と自治体ＩＣＴ」を開催し、 

  ７自治体担当者により、どのような課題が発生し、どのように解決していったのか、 

  生の声を発信し、今後の被災地を含めた自治体ＩＣＴを進めるにあたっての参考に 

  なる事例を提供。以下のＵＲＬにて内容を公開。   

  http://www.city.sendai.jp/shisei/1201134_1984.html 

４．２ 名称 

４．３ 活動 

http://www.city.sendai.jp/shisei/1201134_1984.html
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山田町１ 津波、町内一面を飲み込む（引き波直前） 

５．ＩＳＮセミナーでの報告例（１） 
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山田町２ 大規模火災発生 

５．ＩＳＮセミナーでの報告例（２） 
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山田町３ ３月１２日朝 

５．ＩＳＮセミナーでの報告例（３） 
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山田町４ 役場ホールでの安否確認 

５．ＩＳＮセミナーでの報告例（４） 
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５．ＩＳＮセミナーでの報告例（５） 

陸前高田市１ 被災した庁舎  
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５．ＩＳＮセミナーでの報告例（６） 

陸前高田市２ 被災したサーバールーム  
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東日本大震災から導かれる課題 

１．自治体機能の著しい低下 

２．自治体存立基盤の変容 

３．自治体の復興業務の急増 

４．長期間の電源、通信網の喪失 

自治体ＩＣＴの施策の方向性 

１．クラウドへの対応 

 行政の効率化、コスト削減と利便性 

 向上 

２．共通番号制度への対応 

 オンライン申請の充実など利便性の 

 向上 

３．リテラシーの向上 

 学校教育、生涯学習 

４．新産業の育成、既存産業の高度化 

  支援 

災害対応力向上を目指した自治体ＩＣＴの施策
の方向性 

１．クラウドを最大限に活用する 

  既存業務の継続、データの保全、震災対応 

  業務への対応 

 

２．被災者への情報提供の充実 

  あまねく誰にでもを原則に、ＩＣＴを活用する 

 

３．ＩＣＴを活用した地域コミュニティ・絆の維持 

  仮設・復興住宅、避難区域でのコミュニティ 

  作り 

 

４．耐災害性の高い電源、通信網の確保 

  自家発電装置の充実、通信網の２重化 

 

５．大規模な災害に対応した対応計画の策定 

  （次世代のＢＣＰ） 
  東日本大震災レベルの災害であっても自 

  治体がその機能を発揮できる対応計画 

６．災害に強い自治体ＩＣＴ施策の方向性 



16 

東日本大震災から導かれ
る課題 

１．自治体機能の著しい低下 

２．自治体存立基盤の変容 

３．自治体の復興業務の急増 

４．長期間の電源、通信網の 

  喪失 

災害対応力向上を目指した国のＩＣＴ施策 

の方向性 

１．自治体機能を緊急に回復させる枠組みの整備 

２．被災地内部の緊急通信網、クラウドやインター
ネットとの緊急通信網の枠組みの整備 

３．自治体の復興業務をクラウドを活用して支援 

４．固定・携帯電話網、インターネットなどの対災害信
頼性の向上 

災害対応力向上を目指した自治体ＩＣＴの
施策の方向性 

１．クラウドの最大限の活用 

２．ニーズを捉えたタイムリーな被災者への情報提供 

３．ＩＣＴを活用した地域コミュニティ・絆の維持 

４．電源の確保 

５．東日本大震災クラスを乗り越えるICT対応計画の 

 策定 

７．国と自治体の役割分担について 


